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　外形標準課税対象法人の申告書を作成する際には、下記の事項に留意してください。

	　収益配分額（報酬給与額、純支払利子、純支払賃借料）全般
	チェック
	該当なし

	１
	報酬給与額、純支払利子、純支払賃借料を計上する事業年度は、法人税の所得の計算上損金又は益金の額に算入される事業年度と一致します。【下記２を除きます。】
	
	

	２
	資産（棚卸資産、建設仮勘定、無形固定資産等）に計上される報酬給与額、純支払利子又は純支払賃借料は、損金の額に算入される事業年度ではなく、法人が支払う事業年度に報酬給与額、純支払利子又は純支払賃借料として計上することになります。
	
	

	３
	報酬給与額、純支払利子、純支払賃借料の計算の際、消費税及び地方消費税は除いて計算します。
	
	

	４
	報酬給与額、純支払利子、純支払賃借料に該当するものは、勘定科目や名称にかかわらず課税標準額に算入します。【例：アルバイト代を雑費や広告宣伝費、業務委託費などの勘定科目で支払っている。】
	
	

	５
	収益配分額のうち、報酬給与額の占める割合が７０％（割合に１未満の端数があるときは切り上げ）を超えている場合は、雇用安定控除の適用があり、別表５の２で控除計算を行います。
	
	

	　報酬給与額
	チェック
	該当なし

	１
	所得税が課税される通勤手当は報酬給与額に含めます。【所得税が非課税である通勤手当は報酬給与額に含めません。】
	
	

	２
	退職給付（給与）引当金、賞与引当金の当期繰入額のうち、法人税の所得の計算上損金の額に算入された金額は、報酬給与額となります。【法人税の所得の計算上損金の額に算入されなかった金額は含めません。】
	
	

	３
	現物支給や金銭以外の経済的利益で所得税における給与所得・退職所得で法人税法の所得の計算上損金算入されるものは、報酬給与額となります。
	
	

	４
	企業年金等（厚生年金基金・確定拠出年金等）の掛金のうち事業主負担分は含めます。【厚生年金代行部分は含めません。】
	
	

	５
	企業年金掛金のうち、事務費掛金、福利施設掛金等は、将来に本人が受け取る年金等の原資となるものではないので含めません。
	
	

	６
	請負契約及び委託（委任）契約に基づいて支払う代金については、労務の提供の代価ではなく、仕事の完成の対価や委託（委任）する事務をなすことに対する対価であり、注文者である法人の報酬給与額には含めません。請負や委託（委任）の場合に支払われる給与については、請負や委託（委任）を受けた側の法人の報酬給与額となります。
ただし、請け負った法人及び委託（委任）された法人の従業者が注文者である法人との間の雇用関係又はこれに準ずる関係であると認められるときは、この限りではありません。
	
	

	７
	出向者に対する給与負担金は、支払った法人（実質的負担者）の報酬給与額となります。
	
	

	８
	出向者に対する退職給与等の負担金は、負担金を支払う出向先の報酬給与として取り扱わず、直接退職金を支払う出向元法人（形式的支払者）において支払った事業年度の報酬給与額となります。
	
	

	９
	労働者派遣とは、労働者派遣法に基づく労働者派遣契約又は船員職業安定法に基づく船員派遣契約による労働者派遣のことをいいます。同契約による労働者派遣について、派遣先法人の場合は、派遣先法人の報酬給与額に派遣元法人に支払う派遣契約料（旅費等を含み、消費税を除く）の７５％相当額を加えた金額となります。一方、派遣元法人の場合は、派遣元法人の報酬給与額から、派遣先法人より支払を受ける派遣契約料の７５％相当額を控除した金額となります。【労働者派遣法及び船員職業安定法に基づかない派遣は、７５％の計算の対象外となります。】
	
	

	　純支払利子
	チェック
	該当なし

	１
	確定申告の期限延長による延長期間の利子税（法人税）及び延滞金（地方税）は、支払利子に含めます。
	
	

	２
	還付加算金は、受取利子に含めます。
	
	

	３
	受取利息は、源泉所得税や利子割額を控除する前の総額で計上します。【いわゆる税引前の受取利子の総額】
	
	

	４
	売掛金・受取手形を金融機関等ファクタリング会社に対し売却した場合の手数料（売却損）は、償還請求権が付されているときは、支払利子に含めます。【償還請求権が付されていないときは、支払利子に含めません。】
	
	

	　純支払賃借料
	チェック
	該当なし

	１
	１月以上一定の土地又は家屋を使用又は収益していると認められる荷物の保管料は、純支払賃借料に含めます。
	
	

	２
	賃貸契約書等において、共益費や管理費が区分されている場合、それらは純支払賃借料に含めません。
	
	

	３
	社員等から受け取る社宅の賃借料は、受取賃借料に含めます。
	
	

	　資本割
	チェック
	該当なし

	１
	資本割の課税標準となる資本金等の額は、法人税法第２条第１６号(資本金等の額)又は同条第１７号の２(連結個別資本金等の額)並びに法人税法施行令第８条(資本金等の額)又は同条の２(連結個別資本金等の額)に規定する金額です。
	
	

	２
	平成１３年４月１日以降に行った商法に基づく無償減資による資本の欠損のてん補に充てた場合は、その金額を資本金等の額から控除する特例措置があります。なお、資本準備金の取崩しによる欠損のてん補を行った場合も同様の取扱を行います。
	
	


